
証券コード 4362

平成26年６月５日
株 主 各 位

大阪市中央区備後町２丁目４番９号

取締役社長 矢野 進

第146回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第146回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいます
ようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、
お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に
対する賛否をご表示いただき、平成26年６月24日（火曜日）午後５時30分までに到着する
ようご返送いただきたくお願い申しあげます。

敬 具
記

1. 日 時 平成26年６月25日（水曜日）午前10時
2. 場 所 大阪市中央区備後町２丁目５番８号

日本綿業倶楽部（綿業会館）新館７階
3. 目的事項

報告事項 　1. 第146期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）事業報告、
連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監
査結果報告の件

　2. 第146期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）計算書類報
告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役８名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎本株主総会にご出席の際は、お手数ながら、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さいますよう、お願い申しあげます。

◎本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「連結注記表」および「個別注記表」につきまし
て は、 法 令 お よ び 当 社 定 款 第 15 条 の 規 定 に 基 づ き、 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（http://www.nipponseika.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知の添付書類には記
載しておりません。なお、本招集ご通知の添付書類に記載されている連結計算書類および計算
書類は、監査役および会計監査人が監査報告を作成するに際して監査をした書類の一部であり
ます。

◎株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類および計算書類の内容について、株主総会の前日
までに修正をすべき事情が生じた場合には、書面による郵送または当社ホームページ
（http://www.nipponseika.co.jp/）において掲載することにより、お知らせいたします。
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(添付書類)
事 業 報 告

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過およびその成果

① 概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、輸出環境の改善や政府による各種

政策の効果により、家計所得や投資が増加し、景気は緩やかに回復しつつあ

るものの、世界経済を巡る不確実性を背景とした景気の下振れリスクや消費

税増税による消費低迷の懸念が存在するなど、依然として先行きは不透明な

状況で推移してまいりました。

このような事業環境のなかで、当社グループは新製品上市による競争力の

強化、新規テーマの獲得とその拡販に努めてまいりました。しかしながら、

工業用製品事業においては、円安の影響と医薬用プレソームなどが増加した

ことにより売上高は増加いたしましたが、美白化粧品原料などの出荷減によ

り利益は減少いたしました。一方、家庭用製品事業においては、新規顧客の

獲得などに注力したことにより、売上高、利益ともに増加いたしました。

この結果、当連結会計年度の売上高は245億２千８百万円（前期比4.2％増）

と増加しましたが、利益面では営業利益15億８千４百万円（同3.8％減）、経

常利益19億７百万円（同2.0％減）、当期純利益11億２千９百万円（同4.8％

減）と減益となりました。

② 部門別の状況

部 門
当期（連結) 前期（連結) 前期比増減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

工業用製品 17,868 72.8 16,969 72.1 899 5.3

家庭用製品 5,678 23.2 5,340 22.7 338 6.3

不 動 産 361 1.5 505 2.1 △143 △28.5

そ の 他 619 2.5 730 3.1 △110 △15.1

合 計 24,528 100.0 23,545 100.0 983 4.2
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（工業用製品部門）

円安の影響と医薬用プレソームなどが増加したことにより、売上高は増加

いたしました。

この結果、当部門の売上高は178億６千８百万円（前期比5.3％増）となり

ました。

（家庭用製品部門）

新規顧客の獲得に加えて感染予防対策製品を拡充したことなどにより、売

上高は増加いたしました。

この結果、当部門の売上高は56億７千８百万円（前期比6.3％増）となりま

した。

（不動産部門）

マンション分譲事業からの撤退により、売上高は減少いたしました。

この結果、当部門の売上高は３億６千１百万円(前期比28.5％減)となりま

した。

（その他の部門）

医薬品業界からの薬理・安全性試験の受託減により、売上高は減少いたし

ました。

この結果、当部門の売上高は６億１千９百万円（前期比15.1％減）となり

ました。

(2) 設備投資等の状況

当連結会計年度の設備投資の総額は、４億８千７百万円（前期比68.4％減）

でその主なものは設備の増強投資ならびに設備の維持投資であります。

(3) 資金調達の状況

当連結会計年度における設備投資および運転資金につきましては、自己資

金をもって充当し、増資、社債発行などによる資金調達は行っておりません。
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(4) 対処すべき課題

今後のわが国経済は、輸出環境の改善や経済対策、金融政策の効果などを

背景に、景気回復へ向かうことが期待されます。しかし、海外景気の下振れ、

消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動などの懸念も残っており、依然と

して厳しい状況にあります。

このような状況のもとで当社グループは、工業用製品部門では、化粧品分

野においてはビタミンＣ誘導体などの新規生理活性物質、植物性原料を起源

とする高機能油剤「ＬＵＳＰＬＡＮ」「Ｐｌａｎｄｏｏｌ」、水にも油にも溶

解する性質を持つエステル油剤「Ｎｅｏｓｏｌｕｅ」、独自の浸透技術を用い

たナノ素材「ＮａｎｏＲｅｐａｉｒ」の拡販に注力するとともに、再生可能

な天然原料から誘導される生理機能を有する機能性化粧品原料の拡充への取

り組みを強化してまいります。精密化学品分野においては固有技術を活かし

た医薬中間体製品の新規テーマ獲得と新分野の開拓を目指した機能性樹脂添

加剤の開発に注力してまいります。また、加古川東工場に新設したプラント

により増強されたｃＧＭＰ（医薬品の製造および品質管理に関する基準）に

対応した設備では医薬品中間体とより高い品質が要求される化粧品原料の販

売拡大に対応してまいります。一方、海外においては、プラスチック用コー

ティング剤「ＮＳＣ」の台湾および中国市場への販売強化に努めると同時に、

コスト競争力の強化により更なる事業拡大を図ります。家庭用製品部門では、

引き続き業務用石けん・洗浄剤などの営業力強化に注力するとともに、感染

予防対策製品の新製品開発とメディカル分野でのシェア獲得への取り組みを

強化してまいります。不動産部門では、賃貸物件の収益安定化を推進してま

いります。

また、引き続き徹底した経費削減によるコスト競争力の一層の強化を行い、

再成長に向けた基盤再構築を迅速に実行し、当社グループを取り巻く厳しい

環境を乗り越える強固な経営体質を構築してまいります。

株主のみなさまにおかれましては、何卒より一層のご支援ご協力を賜りま

すようお願い申しあげます。
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(5) 財産および損益の状況の推移

① 企業集団の財産および損益の状況の推移

区 分 平成22年度 平成23年度 平成24年度
平成25年度
(当連結会計年度)

売 上 高（百万円) 24,437 24,942 23,545 24,528

経 常 利 益（百万円) 1,740 1,533 1,945 1,907

当 期 純 利 益（百万円) 1,009 883 1,186 1,129

１株当たり当期純利益（円) 42.51 37.18 49.95 47.55

総 資 産（百万円) 30,548 31,358 32,285 33,860

純 資 産（百万円) 23,807 24,329 25,749 27,365

１株当たり純資産（円) 984.93 1,004.90 1,059.06 1,123.17

② 当社の財産および損益の状況の推移

区 分
平成22年度
(第143期)

平成23年度
(第144期)

平成24年度
(第145期)

平成25年度
(当期)

売 上 高（百万円) 9,596 9,484 10,100 10,871

経 常 利 益（百万円) 1,462 928 1,114 1,181

当 期 純 利 益（百万円) 1,058 608 801 889

１株当たり当期純利益（円) 44.56 25.61 33.74 37.46

総 資 産（百万円) 24,194 25,726 26,287 27,644

純 資 産（百万円) 20,519 20,663 21,299 22,387

１株当たり純資産（円) 863.95 870.05 896.80 942.67

自 己 資 本 比 率（％) 84.81 80.32 81.02 80.99
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(6) 重要な親会社および子会社の状況

① 親会社との関係

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容

日 精 興 産 株 式 会 社 90,000千円 100.0％
不動産の販売
不動産の賃貸

日精バイリス株式会社 45,000千円 100.0％
化学品の販売
薬理・安全性試験の受託

株式会社アルボース 213,578千円 100.0％
業務用石けん・洗剤の
製造販売

オレオトレード・インターナショナル株式会社 10,000千円 90.0％ 植物性油脂輸入販売

日精プラステック株式会社 120,000千円 100.0％
合成樹脂製品および住
宅資材販売

四川日普精化有限公司 11,385千ＵＳ㌦ 76.3％
脂肪酸アマイドおよび
プラスチック用コーテ
ィング剤の製造販売

太倉日夏精化有限公司 2,051千ＵＳ㌦ 100.0％ 皮革油剤の製造販売

日隆精化國際股份有限公司 20,000千新台湾㌦ 75.0％ 工業用製品の販売

(7) 主要な事業内容

当社グループの主要な事業は工業用製品、家庭用製品、不動産、その他で

あり、各事業の主要な品目は下記のとおりであります。

部 門 主 要 品 目

工 業 用 製 品
化粧品用原料、医薬中間体、樹脂添加剤、
皮革油剤、植物性油脂、合成樹脂製品

家 庭 用 製 品
業務用洗剤、薬用石けん液、
除菌・殺菌剤、防虫剤

不 動 産 戸建販売、ビルの賃貸

そ の 他 薬理・安全性試験の受託
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(8) 主要な営業所および工場

① 当社の主要な営業所および工場

名 称 所 在 地

本 社 大阪府大阪市中央区

東 京 支 店 東京都中央区

高 砂 工 場 兵庫県高砂市

加 古 川 東 工 場 兵庫県加古川市

研 究 所 兵庫県高砂市

② 子会社の主要な営業所および工場

名 称 所 在 地

日 精 興 産 株 式 会 社 兵庫県神戸市中央区

日精バイリス株式会社 大阪府大阪市中央区

株 式 会 社 ア ル ボ ー ス 大阪府大阪市中央区

オレオトレード・インターナショナル株式会社 東京都中央区

日精プラステック株式会社 東京都中央区

四川日普精化有限公司 中国四川省綿陽市

太倉日夏精化有限公司 中国江蘇省太倉市

日隆精化國際股份有限公司 台湾新北市

(9) 企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減
名 名

581 △6

(注) 上記には嘱託、臨時使用人を含んでおりません。

(10)主要な借入先の状況

該当事項はありません。
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2. 株式に関する事項
(1) 発行可能株式総数 38,413,600株

(2) 発行済株式の総数 23,749,456株（自己株式1,622,991株を除く）

(3) 株主数 3,809名

(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持株比率
千株 ％

太 陽 鉱 工 株 式 会 社 3,833 16.14

日 本 精 化 企 業 持 株 会 1,935 8.15

日 油 株 式 会 社 1,039 4.38

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 811 3.42

株 式 会 社 資 生 堂 670 2.82

日 本 精 化 従 業 員 持 株 会 629 2.65

双 日 株 式 会 社 540 2.28

小 野 薬 品 工 業 株 式 会 社 394 1.66

クレディ･スイス･セキュリティーズ(ヨーロッパ)リミテッド ピービー オムニバス クライアント アカウント 348 1.47

ア ス テ ラ ス 製 薬 株 式 会 社 346 1.46

(注) 当社は、自己株式1,622千株を保有しておりますが、上記には記載しており
ません。また、持株比率は自己株式を控除して計算しております。

3. 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項

(1) 取締役および監査役の氏名等

氏 名 地位および担当 重要な兼職の状況

矢野 進 代表取締役執行役員社長

川林 正信
取締役執行役員
生産技術本部長

難波 幸弘
取締役執行役員
精密化学品事業本部長兼
東京支店長

大橋 幸浩
取締役執行役員
香粧品事業本部長兼
研究所長

深瀬 真一
取締役執行役員
管理本部長

木野村圭右 取締役 株式会社アルボース 代表取締役社長

鈴木 一誠 取締役 太陽鉱工株式会社 代表取締役社長

村瀬 千弘 取締役

小木曽正也 監査役（常勤）

堀江 清 監査役（常勤）

小野 浩昭 監査役 太陽鉱工株式会社 代表取締役常務

橋本 崇志 監査役 弁護士

(注) 1. 当社は、経営における透明性と意思決定の迅速性を高めるため、平成
15年６月24日より、「執行役員制」を導入しております。

2. 取締役 鈴木一誠氏および村瀬千弘氏は、会社法第２条第15号に定める
社外取締役であります。

3. 社外取締役 村瀬千弘氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員と
して指定し、届け出ております。

4. 監査役 小野浩昭氏および橋本崇志氏は、会社法第２条第16号に定める
社外監査役であります。

5. 社外監査役 橋本崇志氏は、弁護士の資格を有しており、会社法に関す
る相当程度の知見を有するものであります。

6. 当期中の取締役の異動
　 取締役 深瀬真一氏は、平成25年６月25日開催の第145回定時株主総会

において、新たに選任され就任いたしました。
7. 当期中の監査役の異動
　 監査役 小野浩昭氏は、平成25年６月25日開催の第145回定時株主総会

において、新たに選任され就任いたしました。
監査役 森哲時氏は、平成25年６月25日開催の第145回定時株主総会を
もって辞任いたしました。
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(2) 取締役および監査役の報酬等の額

　 当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の額は次のとおりであります。

取締役 9名 81,247千円　（うち社外 ２名 8,321千円)

監査役 5名 25,920千円　（うち社外 ３名 5,400千円)
　

(注) 1. 当事業年度末日時点における在籍人員は、取締役8名、監査役4名でありま
すが、上記人員および報酬額には、平成25年6月25日をもって退任した取
締役1名および同日をもって辞任した監査役1名を含んでおります。

2. 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含んでおりませ
ん。

(3) 社外役員に関する事項

① 取締役 鈴木 一誠

(ア)他の法人等の業務執行取締役等の重要な兼任状況および当社と当該他の

法人等との関係

太陽鉱工株式会社の代表取締役社長を兼職しております。なお、同社は

当社の主要株主であります。

(イ)他の法人等の社外役員等の重要な兼任状況および当社と当該他の法人等

との関係

該当事項はありません。

(ウ)主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

(エ)当期における主な活動状況

当事業年度開催の取締役会には、10回中9回に出席し、企業社会一般の価

値観に基づいた長期的展望や従前の発想とは違った視点から、議案・審

議等につき必要な発言を適宜行っております。

(オ)責任限定契約の内容の概要

会社法第423条第1項に定める責任について、会社法第425条第1項各号に

定める金額の合計額を限度とする契約を締結しております。

(カ)当社の子会社から当期の役員として受けた報酬等の額

該当事項はありません。
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② 取締役 村瀬 千弘

(ア)他の法人等の業務執行取締役等の重要な兼任状況および当社と当該他の

法人等との関係

該当事項はありません。

(イ)他の法人等の社外役員等の重要な兼任状況および当社と当該他の法人等

との関係

該当事項はありません。

(ウ)主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

(エ)当期における主な活動状況

当事業年度開催の取締役会には、10回中10回に出席し、主に出身分野で

ある製造業の経験・見地から、議案・審議等につき必要な発言を適宜行

っております。

(オ)責任限定契約の内容の概要

会社法第423条第1項に定める責任について、会社法第425条第1項各号に

定める金額の合計額を限度とする契約を締結しております。

(カ)当社の子会社から当期の役員として受けた報酬等の額

該当事項はありません。

③ 監査役 小野 浩昭

(ア)他の法人等の業務執行取締役等の重要な兼任状況および当社と当該他の

法人等との関係

太陽鉱工株式会社の代表取締役常務を兼職しております。なお、同社は

当社の主要株主であります。

(イ)他の法人等の社外役員等の重要な兼任状況および当社と当該他の法人等

との関係

該当事項はありません。

(ウ)主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

(エ)当期における主な活動状況

当事業年度開催の監査役就任後の取締役会には、8回中8回に出席し、監

査役会には、8回中8回に出席し、独立性・中立性を持った外部の視点か

ら、監視および助言、提言を行っております。
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(オ)責任限定契約の内容の概要

会社法第423条第1項に定める責任について、会社法第425条第1項各号に

定める金額の合計額を限度とする契約を締結しております。

(カ)当社の子会社から当期の役員として受けた報酬等の額

該当事項はありません。

④ 監査役 橋本 崇志

(ア)他の法人等の業務執行取締役等の重要な兼任状況および当社と当該他の

法人等との関係

該当事項はありません。

(イ)他の法人等の社外役員等の重要な兼任状況および当社と当該他の法人等

との関係

該当事項はありません。

(ウ)主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

(エ)当期における主な活動状況

当事業年度開催の取締役会には、10回中10回に出席し、監査役会には、

11回中11回に出席し、主に弁護士として独立性・中立性を持った外部の

視点から、監視および助言、提言を行っております。

(オ)責任限定契約の内容の概要

会社法第423条第1項に定める責任について、会社法第425条第1項各号に

定める金額の合計額を限度とする契約を締結しております。

(カ)当社の子会社から当期の役員として受けた報酬等の額

該当事項はありません。
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5. 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称 有限責任監査法人トーマツ

(2) 当期に係る会計監査人の報酬等の額

① 公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬 35,000千円

② 当社および当社の子会社が会計監査人に支払

うべき金銭その他財産上の利益の合計額 35,000千円

(3) 非監査業務の内容

特記すべき事項はありません。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

当社は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解

任いたします。また、その他監査の適正性と効率性を確保するために会計監

査人の変更が妥当であると判断される場合には、当社は、監査役会の同意を

得たうえで、または監査役会からの請求により、会計監査人の解任または不

再任に関する議案を株主総会に提出いたします。

6. 会社の体制および方針

(1) 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

その他業務の適正を確保するための体制

① 取締役および使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するた

めの体制

当社は法令等遵守（以下、コンプライアンスという）を経営の最重要課題の

一つと位置づけ、その徹底をはかるため、当社の経営理念、社長からのメッ

セージ・企業行動基準・企業行動規範などの倫理綱領において明確化し、以

下の体制を整備する。

(1) 倫理綱領は当社グループの日常業務における行動規範であり、管理本部

を主管部門と定め、小冊子を作成の上グループの役員・社員に配布し、

定期的に教育・研修を実施する。

― 13 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2014年05月22日 14時55分 $FOLDER; 13ページ （Tess 1.40 20131220_01）



(2) 倫理規定を制定し、社長が倫理管理責任者、各役員および事務局をメン

バーとする倫理委員会を設置し、全社的な倫理方針の決定あるいは問題

となる事項の審議等を行う。また問題の未然防止、早期発見・早期解決

のために内部通報制度を設ける。

(3) 内部監査室は管理本部と連係の上、各部門およびグループ企業のコンプ

ライアンスの実施状況を定期的に監査する。

(4) これらの活動は、定期的に取締役会および監査役会に報告されるものと

する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

(1) 文書管理規定・電子情報管理規定に基づき、取締役の職務の執行・意思

決定に係る情報および文書（電磁的記録を含む、以下同じ）を保存し、

管理する。

これらの情報および文書は以下の通りとする。

・株主総会議事録と関連資料

・取締役会議事録と関連資料

・常務会議事録と関連資料

・取締役が主催するその他の重要な会議の経過の記録または指示事項と

関連資料

・取締役を決定者とする決定書類および付属書類

・その他取締役の職務の執行に関する重要な文書

(2) 取締役および監査役はいつでもこれらの文書を閲覧できるものとする。

③ 損失の危険の管理に関する規定その他の体制

当社はリスク管理を経営の最重要課題の一つと位置づけ、リスクマネジメン

ト（以下、ＲＭという）規定に基づき、その徹底をはかるため、以下のよう

な体制を整備する。

(1) 当社の持つリスクを統合的に把握・コントロールするためにＲＭ方針を

定め、常務会メンバーで構成し、社長を委員長とする全社ＲＭシステム

委員会を組織する。

(2) 委員会はＲＭに関する目標・計画の策定、実施状況・有効性の評価、お

よびＲＭシステムの改善・是正、その他全般的事項を審議する。
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(3) 委員会が決定した目標と計画に基づいて、各本部における各部門はそれ

ぞれが抱えるリスクの洗出しから対策の立案・実施を行い、さらに実施

内容の有効性を評価して改善につなげる活動を実践する。

(4) 内部監査室はリスク管理体制の有効性について監査し、取締役会、監査

役会等へ報告する。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 当社は経営と執行を分離する執行役員制を導入し、責任と権限を明確に

する。取締役会は定期的に開催する他、必要に応じて適宜開催する。

(2) 重要な経営事項については代表取締役およびその他の業務執行を担当す

る取締役・執行役員で組織する常務会で多面的に審議する。

(3) 取締役会は全社的な方針を定め、代表取締役および各業務執行取締役・

執行役員は中期経営計画・年度予算制度に基づき、全社および各事業グ

ループの予算・業績管理を実施する。

(4) 代表取締役およびその他の業務執行を担当する取締役・執行役員に業務

執行の決定を委任された事項については、職務権限規定に定める機関ま

たは手続きにより必要な決定を行う。

⑤ 企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1) 子会社の取締役、監査役を当社から派遣し、子会社の取締役の職務執行

の監視・監督または監査を行う。

(2) 関係会社管理規定に基づき、子会社の経営については企画室を中心に、

その自主性を尊重しつつ、事業の状況について定期的に報告を求めると

ともに重要事項についての事前協議を行う。

(3) 管理本部・内部監査室が子会社のコンプライアンス体制やリスク管理体

制を監視すると同時に、内部統制システムの整備・運用を指導する。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する体制ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

(1) 当面特定の監査役補助使用人を設置しないが、監査役が必要と認め、求

めた場合は、使用人を補助にあたらせることとする。

(2) その使用人の監査業務遂行においては、取締役はその独立性について認

識するとともに、関係者にも徹底させる。
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⑦ 取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報

告に関する体制

(1) 監査役が出席する会議や監査役に定例的・臨時的に報告する事項を明確

にする。

(2) 以下の事項については速やかに監査役に報告するべく周知徹底をはかる。

・当社グループに著しい損害、不利益を及ぼすおそれのある事実

・法令、定款、倫理綱領等に違反する行為を発見した場合またはおそれ

のある場合の当該事実

・内部通報制度に基づく通報の状況

・その他監査役がその職務遂行上報告を受ける必要があると判断した事

項

⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1) 監査役会と代表取締役、監査法人とはそれぞれ定期的に意見交換会を開

催することとし、また業務執行取締役および重要な使用人からの定期的

な個別ヒアリングの機会を設ける。

(2) また、監査役と子会社の業務執行者、監査役との意見・情報の交換等、

連係がはかれることとする。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

本事業報告中に記載の金額および株式数は表示単位未満を切り捨てております。
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連 結 貸 借 対 照 表

(平成26年３月31日現在)
(単位 千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資産の部) (負債の部)

流 動 資 産 17,130,926 流 動 負 債 4,851,840

現 金 及 び 預 金 4,082,739 支払手形及び買掛金 3,158,199

受取手形及び売掛金 7,257,581 未 払 金 434,520

商 品 及 び 製 品 2,454,780 未 払 法 人 税 等 347,371

販 売 用 不 動 産 42,565 賞 与 引 当 金 378,464

仕 掛 品 1,406,452 役 員 賞 与 引 当 金 35,967

仕 掛 販 売 用 不 動 産 38,501 設 備 関 係 未 払 金 76,862

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,562,523 そ の 他 420,454

繰 延 税 金 資 産 192,464 固 定 負 債 1,642,994

そ の 他 104,067 繰 延 税 金 負 債 937,839

貸 倒 引 当 金 △10,749 環 境 対 策 引 当 金 4,900

固 定 資 産 16,729,868 退職給付に係る負債 519,150

有形固定資産 10,012,595 長 期 未 払 金 38,039

建 物 及 び 構 築 物 3,841,515 預 り 保 証 金 92,622

機械装置及び運搬具 1,916,313 資 産 除 去 債 務 26,230

土 地 3,906,943 そ の 他 24,212

そ の 他 347,823 負 債 合 計 6,494,834

無形固定資産 372,541 (純資産の部)

投資その他の資産 6,344,731 株 主 資 本 24,736,211

投 資 有 価 証 券 5,962,227 資 本 金 5,933,221

そ の 他 382,503 資 本 剰 余 金 6,803,362

利 益 剰 余 金 13,022,061

自 己 株 式 △1,022,434

その他の包括利益累計額 1,938,592

その他有価証券評価差額金 1,605,449

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 1,395

為 替 換 算 調 整 勘 定 362,148

退職給付に係る調整累計額 △30,401

少 数 株 主 持 分 691,156

純 資 産 合 計 27,365,960

資 産 合 計 33,860,795 負債純資産合計 33,860,795
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連 結 損 益 計 算 書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

(単位 千円)

科 目 金 額

売 上 高 24,528,827

売 上 原 価 19,058,992

売 上 総 利 益 5,469,834

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,885,780

営 業 利 益 1,584,054

営 業 外 収 益

受 取 利 息 63,024

受 取 配 当 金 113,468

為 替 差 益 87,979

そ の 他 64,574 329,046

営 業 外 費 用

支 払 利 息 3,960

そ の 他 2,084 6,045

経 常 利 益 1,907,055

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,178

投 資 有 価 証 券 売 却 益 106,258 107,436

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 22,433

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 391

減 損 損 失 3,349

環 境 対 策 引 当 金 繰 入 額 4,900

訴 訟 関 連 損 失 95,258 126,333

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,888,159

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 645,369

法 人 税 等 調 整 額 56,141 701,510

少数株主損益調整前当期純利益 1,186,648

少 数 株 主 利 益 57,147

当 期 純 利 益 1,129,500
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連結株主資本等変動計算書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

(単位 千円)

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成25年４月１日残高 5,933,221 6,803,362 12,376,807 △1,022,109 24,091,282

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △474,997 △474,997

当 期 純 利 益 1,129,500 1,129,500

自 己 株 式 の 取 得 △324 △324

従業員奨励福利基金拠出 △9,249 △9,249

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 645,254 △324 644,929

平成26年３月31日残高 5,933,221 6,803,362 13,022,061 △1,022,434 24,736,211

その他の包括利益累計額

少数株主
持分

純資産合計そ の 他
有価証券
評価差額金

繰 延
ヘ ッ ジ
損 益

為替換算
調整勘定

退職給付
に 係 る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

平成25年４月１日残高 935,522 4,962 120,926 ― 1,061,412 597,032 25,749,726

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △474,997

当 期 純 利 益 1,129,500

自己株式の取得 △324

従業員奨励福利基金拠出 △9,249

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

669,926 △3,567 241,221 △30,401 877,179 94,124 971,304

連結会計年度中の変動額合計 669,926 △3,567 241,221 △30,401 877,179 94,124 1,616,234

平成26年３月31日残高 1,605,449 1,395 362,148 △30,401 1,938,592 691,156 27,365,960
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貸 借 対 照 表

(平成26年３月31日現在)
(単位 千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
(資産の部) (負債の部)

流 動 資 産 10,841,914 流 動 負 債 4,155,086
現 金 及 び 預 金 2,600,426 買 掛 金 716,998
受 取 手 形 160,848 未 払 金 253,423
売 掛 金 3,440,489 未 払 費 用 56,751
商 品 及 び 製 品 1,710,102 未 払 法 人 税 等 173,726
仕 掛 品 1,165,578 未 払 消 費 税 等 32,146
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,004,031 前 受 金 7,827
前 払 費 用 38,383 預 り 金 2,610,941
繰 延 税 金 資 産 118,032 賞 与 引 当 金 218,847
短 期 貸 付 金 516,534 役 員 賞 与 引 当 金 33,967
そ の 他 の 流 動 資 産 87,485 設 備 関 係 未 払 金 50,457

固 定 資 産 16,802,141 固 定 負 債 1,101,048
有形固定資産 6,531,455 繰 延 税 金 負 債 691,796
建 物 1,808,053 退 職 給 付 引 当 金 347,134
構 築 物 261,413 環 境 対 策 引 当 金 4,900
機 械 装 置 1,594,987 長 期 未 払 金 31,019
車 両 運 搬 具 8,137 預 り 保 証 金 5,698
工 具 器 具 備 品 151,650 資 産 除 去 債 務 20,500
土 地 2,707,212 負 債 合 計 5,256,135

無形固定資産 77,610 ( 純 資 産 の 部 )
借 地 権 1,977 株 主 資 本 20,857,669
電 話 加 入 権 4,257 資 本 金 5,933,221
施 設 利 用 権 0 資 本 剰 余 金 6,803,362
ソ フ ト ウ ェ ア 71,375 資 本 準 備 金 6,803,362

投資その他の資産 10,193,075 利 益 剰 余 金 9,143,518
投 資 有 価 証 券 5,659,092 利 益 準 備 金 863,560
関 係 会 社 株 式 2,606,132 そ の 他 利 益 剰 余 金 8,279,958
関 係 会 社 出 資 金 1,308,656 配 当 引 当 積 立 金 200,000
長 期 貸 付 金 358,106 別 途 積 立 金 5,010,000
長 期 前 払 費 用 29,510 繰 越 利 益 剰 余 金 3,069,958
長 期 預 金 200,000 自 己 株 式 △1,022,434
そ の 他 の 投 資 等 31,578 評価・換算差額等 1,530,250

その他有価証券評価差額金 1,530,250
純 資 産 合 計 22,387,920

資 産 合 計 27,644,055 負債純資産合計 27,644,055
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損 益 計 算 書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

(単位 千円)

科 目 金 額

売 上 高 10,871,009

売 上 原 価 8,591,693

売 上 総 利 益 2,279,315

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,508,281

営 業 利 益 771,034

営 業 外 収 益

受 取 利 息 24,860

受 取 配 当 金 354,077

為 替 差 益 7,984

雑 収 入 47,111 434,034

営 業 外 費 用

支 払 利 息 22,856

雑 損 失 834 23,691

経 常 利 益 1,181,377

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 199

投 資 有 価 証 券 売 却 益 106,258 106,458

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 22,200

減 損 損 失 3,349

環 境 対 策 引 当 金 繰 入 額 4,900 30,449

税 引 前 当 期 純 利 益 1,257,386

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 342,593

法 人 税 等 調 整 額 24,946 367,540

当 期 純 利 益 889,846
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株主資本等変動計算書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

(単位 千円)

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

配当引当
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成25年４月１日残高 5,933,221 6,803,362 6,803,362 863,560 200,000 5,010,000 2,655,109 8,728,669

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △474,997 △474,997

当 期 純 利 益 889,846 889,846

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― ― ― 414,848 414,848

平成26年３月31日残高 5,933,221 6,803,362 6,803,362 863,560 200,000 5,010,000 3,069,958 9,143,518

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計自己

株式

株主
資本
合計

その他
有価証券
評 価
差額金

評価・
換算
差額等
合計

平成25年４月１日残高 △1,022,109 20,443,144 856,046 856,046 21,299,191

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △474,997 △474,997

当 期 純 利 益 889,846 889,846

自 己 株 式 の 取 得 △324 △324 △324

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

674,203 674,203 674,203

当 期 変 動 額 合 計 △324 414,524 674,203 674,203 1,088,728

平成26年３月31日残高 △1,022,434 20,857,669 1,530,250 1,530,250 22,387,920
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成26年５月19日

日本精化株式会社

取締役会 御中

有 限 責 任 監 査 法 人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 後 藤 紳 太 郎 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 和 田 稔 郎 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本精化株式会社の平成25年４月１日か
ら平成26年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、日本精化株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書

平成26年５月19日

日本精化株式会社

取締役会 御中

有 限 責 任 監 査 法 人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 後 藤 紳 太 郎 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 和 田 稔 郎 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本精化株式会社の平成25年４月
１日から平成26年３月31日までの第146期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第146期事業年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき審議し
た結果、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況
及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査方針、監査計画等に従い、取締役、内
部監査部門その他の使用人等と意思の疎通を図り、情報の収集及び監査の環
境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及
び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及
び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役
の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株
式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第
100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及
び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取
締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会社については、子会社の
取締役及び監査役等と意思の疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会
社から事業の報告を受けるとともに業務及び財産の状況を調査いたしまし
た。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書
について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して
いるかを確認するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の
遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各
号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業
会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を
求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細
書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等
変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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2. 監査の結果
　 (1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状
況を正しく示しているものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に
違反する重大な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認
めます。また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執
行についても、指摘すべき事項は認められません。

　 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人である有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は
相当であると認めます。

　 (3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人である有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は
相当であると認めます。

平成26年５月28日

日本精化株式会社 監査役会
常勤監査役 小木曽正也 ㊞
常勤監査役 堀江 清 ㊞
社外監査役 小野 浩昭 ㊞
社外監査役 橋本 崇志 ㊞

以 上

― 26 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2014年05月22日 14時55分 $FOLDER; 26ページ （Tess 1.40 20131220_01）



株主総会参考書類

議案および参考事項
第１号議案　剰余金の処分の件
　当社は、株主のみなさまへの利益還元を重要な課題のひとつと考え、１株
当たりの連結純利益の増加に努めております。剰余金の配当につきましては、
連結業績を重視し、配当水準の向上と安定化を目指すことを基本方針として
おります。
　この配当方針に基づき、当期の期末配当につきましては、金銭によること
とし、１株につき10円（総額237,494,560円）の配当金を当期末における株主
様に対してお支払いさせていただきたいと存じます。これにより中間配当金
（１株につき10円）を含めました当期の年間配当金は、１株につき20円となり
ます。
　なお、期末配当の効力発生日（期末配当金の支払開始日）は平成26年６月
26日(木曜日)であります。

第２号議案　取締役８名選任の件

　取締役全員（８名）は本総会の終結の時をもって任期満了となりますので、

取締役８名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株 式 数

１
矢
や の

野　 進
すすむ

(昭和30年４月19日)

昭和53年４月 当社入社

46,936株

平成12年４月 当社医薬製造部長

平成14年11月 当社医薬品工場長

平成15年６月 当社執行役員

当社生産技術本部副本部長

兼高砂工場長

平成16年６月 当社取締役

当社生産技術本部長

兼高砂工場長
平成17年６月 当社生産技術本部長

平成18年６月 当社代表取締役執行役員社長

現在に至る
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株 式 数

２
川
かわばやし

林　正
ま さ の ぶ

信

(昭和30年９月５日)

昭和49年４月 当社入社

13,213株

平成17年３月 当社高砂工場長

平成18年12月 兼当社四川綿陽プロジェクトチームマ
ネージャー

平成20年６月 当社執行役員 現在に至る

平成20年10月 当社生産技術本部長 現在に至る

平成22年６月 当社取締役 現在に至る

３
難
な ん ば

波　幸
ゆ き ひ ろ

弘

(昭和29年12月30日)

昭和53年４月 当社入社

17,665株

平成12年９月 当社精密化学品研究室長

平成15年６月 当社執行役員 現在に至る

当社精密化学品事業本部副本部長

平成16年３月 当社精密化学品営業部長

平成17年３月 当社営業本部副本部長兼精密化学品事
業部長

平成18年６月 当社営業本部副本部長兼リピッド事業部長

平成20年４月 当社リピッド事業本部長兼研究所長

平成21年４月 当社研究開発本部長兼リピッド事業部長

平成23年４月 当社精密化学品事業本部長

兼リピッド事業部長兼研究所長

平成23年６月 当社取締役 現在に至る

平成25年５月 当社精密化学品事業本部長

兼リピッド事業部長兼東京支店長

現在に至る

４
大
お お は し

橋　幸
ゆ き ひ ろ

浩

(昭和35年７月26日)

平成12年９月 当社入社

38,277株

平成17年９月 当社香粧品研究室長

平成18年６月 当社香粧品研究開発部長 現在に至る

平成20年６月 当社執行役員 現在に至る

平成21年４月 当社研究開発本部副本部長

平成23年４月 当社香粧品事業本部長 現在に至る

平成23年６月 当社取締役 現在に至る

平成25年５月 兼当社研究所長 現在に至る
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株 式 数

５
深
ふ か せ

瀬　真
し ん い ち

一

(昭和31年２月28日)

平成12年９月 当社入社

9,980株

平成17年６月 当社経理部長 現在に至る

平成23年６月 当社執行役員 現在に至る

当社管理本部副本部長

平成25年６月 当社取締役 現在に至る

当社管理本部長 現在に至る

６
木野村　
き の む ら

圭
け い す け

右

(昭和31年12月28日)

昭和58年４月 当社入社

25,695株

平成11年10月 当社技術部長

平成15年６月 当社精密化学品営業部長

平成16年３月 当社企画室長

平成16年12月 当社機能開発研究室長

平成17年６月 当社執行役員

平成17年９月 当社アマイド事業部長

平成18年６月 当社取締役 現在に至る

当社研究開発本部長兼アマイド事業部長

平成19年６月 当社管理本部長兼アマイド事業部長

平成20年４月 当社機能材料事業本部長兼アマイド事

業部長

平成20年５月 兼当社ＮＳＣ事業部長

平成21年４月 当社営業本部副本部長

兼機能材料事業部長

平成21年12月 兼当社四川新日普第２期プロジェクト

チームマネージャー

平成23年４月 当社機能材料事業本部長兼アマイド事

業部長

平成23年６月 兼当社東京支店長

平成25年５月 株式会社アルボース代表取締役社長

現在に至る

(重要な兼職の状況)

株式会社アルボース代表取締役社長

７
鈴
す ず き

木　一
か ず の ぶ

誠

(昭和21年７月26日)

平成元年６月 太陽鉱工株式会社代表取締役副社長

0株
平成３年６月 同社代表取締役社長 現在に至る

平成４年６月 当社取締役 現在に至る

(重要な兼職の状況)

太陽鉱工株式会社代表取締役社長
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株 式 数

８
村
む ら せ

瀬　千
ち ひ ろ

弘

(昭和20年６月17日)

平成４年６月 ダイトーケミックス株式会社取締役

0株

平成12年６月 同社常務取締役

平成14年４月 同社代表取締役社長

平成14年６月 同社代表取締役執行役員社長

平成20年６月 当社取締役 現在に至る

平成21年６月 ダイトーケミックス株式会社代表取締
役執行役員社長退任

(注) 1. 候補者鈴木一誠氏は、太陽鉱工株式会社の代表取締役社長であり同社と当社との間で原材
料の仕入の取引関係があります。

2. その他の候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
3. 候補者鈴木一誠、村瀬千弘の両氏は、社外取締役候補者であります。
4. 村瀬千弘氏は、東京証券取引所の定める独立役員として届け出ており、再任された場合引

き続き独立役員となる予定です。
5. 社外取締役候補者とする理由および社外取締役との責任限定契約について
(1) 社外取締役候補者とする理由について

鈴木一誠氏は現在、太陽鉱工株式会社の代表取締役社長の職にあり、村瀬千弘氏は平成
21年６月まで、ダイトーケミックス株式会社の代表取締役執行役員社長の職にあり、経
営者としての豊富な経験・実績、見識を有し、企業社会一般の価値観に基づいた長期的
展望や従前の発想とは異なった視点から、当社の経営全般に的確な助言をいただけるも
のと判断し、社外取締役として選任をお願いするものであります。

　 なお、両氏の当社における社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって、
鈴木一誠氏が22年、村瀬千弘氏が６年になります。

(2) 社外取締役との責任限定契約について
　 当社は社外取締役が期待される職務を適切に行えるよう、その責任を会社法に定める範

囲内で免除できる旨を定めるとともに、社外取締役にふさわしい優秀な人材の招聘を容
易にするため現行定款において、社外取締役との間で、社外取締役が任務を怠ったこと
による当社に対する損害賠償責任を一定の範囲内に限定できる契約を締結できる旨を定
めております。これにより、社外取締役候補者である鈴木一誠氏および村瀬千弘氏につ
きましては、当社との間で責任限定契約を締結しており、また、両氏の再選が承認され
た場合、当社は両氏との間で当該責任限定契約を継続する予定であります。
その契約内容の概要は次のとおりであります。

① 会社法第423条第１項に定める責任について、会社法第425条第１項各号に定める金額の
合計額を限度とする契約であります。

② 上記の責任限定が認められるのは、社外取締役がその責任の原因となった職務の遂行につ
いて善意かつ重大な過失がないときに限るものといたします。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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Ｎ

日本綿業倶楽部（綿業会館)御　

堂　

筋

本　

町　

駅

堺　

筋

堺
筋
本
町
駅

住
友
生
命

本
町
ビ
ル

丸　
　

紅

り
そ
な
銀
行

大
阪

国
際
ビ
ル

サンライズ
ビル

本　町　通

●株主総会会場ご案内図

日本綿業倶楽部（綿業会館)

大阪市中央区備後町２丁目５番８号

地下鉄 御堂筋線 本 町 駅 下車 徒歩７分

　 堺 筋 線 堺筋本町駅 下車 徒歩５分

株主懇談会のご案内

　第146回定時株主総会終了後、株主のみなさまとの懇

談会を開催させていただきます。

　時間は約30分程度で、場所は株主総会会場と同じフ

ロアを予定しております。

　株主のみなさまよりご意見、ご質問等をお聞かせい

ただき、当社への一層のご理解を深めていただければ

と存じます。
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